
神戸市における取組み概要

兵庫県 神戸市概要（令和6年時点）

面積：556.93k㎡ 人口：149万人 令和5年度子育て世帯訪問支援事業のべ利用人数：2,986回

神戸市子育て世帯訪問支援事業の概要

対象者によって４つに事業が分かれています。

１．産前産後ホームヘルプサービス

●妊婦・産後2年未満の方

２．多胎児家庭ホームヘルプサービス

● 4歳未満の多胎児を養育する家庭

３．養育支援ヘルパー

● 18歳未満の要保護児童・要支援児童がいる家庭

４．ヤングケアラー世帯への訪問支援事業

-対象：18歳未満のヤングケアラーがいる世帯 ※保護者の同意は必要

-利用期間：派遣開始から3か月以内、1回につき2時間、12回まで

※ただし、3か月の派遣後も引き続き支援が必要と認められる場合には、

さらに3か月の延長及び再延長（最大2回）が可能。

-利用料：無料

・子育て世帯訪問支援事業
（産前産後・多胎家庭・

ヤングケアラー・養育支援）
〈早期発見〉

〈ハイリスク家庭の

把握と援助〉

〈ポピュレーションアプローチ〉

二次予防

一次予防

三次予防

〈再発防止〉

「子育て世帯訪問支援事業」は、

リスクのある家庭への支援として実施。
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ヤングケアラー支援における訪問支援事業の考え方

「お手伝い」と「ヤングケアラー」の違いを定義

自治体独自に、ヤングケアラーに準ずるものとして、「こどもケアラー」を定義。いわゆる「お手伝い」と「こどもケアラー」の

   違いについて、本来守られるべきこどもケアラー自身の権利が侵害されている状態なのか、という視点をもって判断する。

具体的には、ケアを担っていることが原因で以下のような状態になっていることが考えられる。

・学校へ行けていない、学校を休みがちである、学習の機会が奪われる

・部活動や自分のやりたいことができない

・家族以外の人間と関わり、関係性を創ることができない

・睡眠不足である、精神的に追い詰められている等、健康状態が悪い

・大人に守られる、大人に甘えるといった経験がない、又は乏しい

お手伝い こどもケアラー

一時的

負担が軽い

代わりがある（選択肢がある）

保護者の見守りがある

継続的

負担が重い

役割が固定化（選択肢がない）

保護者の見守りがない

どのような効果を期待して導入するのか

こども自身が「こどもケアラー」であることへの気づき

● 「支援が必要であること」を当事者が認識していない場合、「自分は支援を求めてよい」と思える ことが期待できる。

 

ケアの負担軽減

●物理的な作業の軽減で、勉強、友人との関わり、部活動等、自分のために時間を割く ことができるようになる。

 

他の適切な支援へのつなぎ

●利用回数を決めた「つなぎ」の役割が大きい事業である為、継続的に支援を行う他の事業へ移行する ことを目指す。
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ヤングケアラー支援の事例

・本児の通う高校より、本児がヤングケアラーではないかと区に相談が入る。

・区のケースワーカーが高校と連携し、家庭訪問を行い生活状況を確認する。

【家庭状況】

・ 母（無職）長女（高校2年生）、次女（保育園年中児）の3人世帯 生活保護受給中・母はうつ状態で日常的な家事が行えない状態。

・長女が日常的に家事全般（調理・買い物・洗濯・掃除等）、母の体調が特に悪い日は次女の迎えも行っている。

・長女からは、特に買い物や調理の負担が大きく、その部分を助けてほしいと訴えあり。

●外部からの気づき 自分に支援が必要であることを自覚していないことが多い。外部から積極的にアプローチする。

・家庭訪問時に、母へヤングケアラーについて説明しヘルパー導入の同意をもらう。

長女の意向も確認し、調理中心でヘルパー導入をすることとなる。

●本人の意向で支援を決定 家庭内での役割を“居場所”として認識している場合を考慮して児童の困りごとに対して支援を行う。

・母へ受診勧奨をし、自立支援医療のヘルパー利用を調整。

・約3か月後、自立支援医療のヘルパー導入に合わせて訪問支援事業は終了とする。

●他事業に繋げる 訪問支援事業終了後に家事負担が戻らないように役所内で連携して他の支援を手配する。

事業導入後、長女に生活状況を確認。

家事の負担が軽減して、

勉強の時間が取れるようになった。
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オンライン自治体説明会で寄せられた質問

令和６年９月17日 実施

この事業の対象者全員にサポートプランを作成されているのでしょうか。また、一番ニーズの高い支援内容はどのような内容で

しょうか。

養育支援ヘルパーとケアラー世帯への訪問では、対象者全員に利用計画（様式はサポートプランとは別）を作成しています。

支援内容は合議体で決定しています。支援のニーズについては、家事支援（調理や掃除等）が多い印象です。

Q

A

行政側から勧奨したい家庭の場合は、どのようにアプローチしていますか。

必要な世帯については担当のケースワーカーや保健師が適宜、家庭訪問や面談等で利用を促しています。

Q

A

こどもケアラーの見つけ方や誰がサービスの紹介を行うのか教えていただきたいです

（こども家庭センターなのか学校なのか等）

各区役所の児童福祉機能を担当する部署がサービスの紹介を行っています。

他にこども若者ケアラー相談窓口を設置し、必要に応じて区役所と連携をしています。

Q

A
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オンライン自治体説明会で寄せられた質問

令和６年９月17日 実施

他人が家庭に入ることに抵抗がある場合も少なくないとのことですが、対応策としてどうされていますか。

対象家庭に本事業の必要性を理解してもらえるように、区役所の保健師等が対象家庭に関わる際に

根気よく丁寧な説明を行っています。

Q

A

子育て世帯訪問支援事業の訪問はヤングケアラーも想定されているため、一度サービス提供を開始すると

なかなか終了出来ないイメージがあります。どのような場合にサービスが終了となりますか。

こどもケアラー世帯訪問支援事業は、次の福祉サービスを利用するための繋ぎとして利用されることが多いです。

（福祉サービスの認定を受けるまでの利用が多いです。）他方で最大利用回数も決まっているため、

最大まで利用して終了を迎えるケースもあります。

Q

A

支援期間原則3か月というのは、年度でリセットされますか？

１クール３か月で、最大４クール（始期から１年）利用可能であり、年度でリセットはありません。

あくまで自立をめざした事業として位置付けており、1クールごとに評価を行い他のサービスに繋ぐなどして

対象者が本事業を利用しなくても地域で生活していけるような環境設定を行います。

Q

A
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